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Ⅰ 立地適正化計画の概要                   

１ 立地適正化計画とは 

（１）策定の背景と目的 

我が国では、本格的な人口減少や高齢社会が到来するなか、広範囲に拡大した市街地のままでは

医療・福祉サービス、行政サービス等の提供や地域の活力維持が十分にできなくなり、魅力を喪失

しさらなる人口流出が発生するという悪循環が発生する可能性があります。 

こうした状況を受けて、国は平成26（2014）年に都市再生特別措置法を改正し、行政、住民及び

民間事業者が一体となったコンパクトなまちづくりを推進するため、立地適正化計画制度を創設し

ました。 

本町においては、地形的制約からコンパクトな市街地が形成されており、鉄道駅を中心としたま

ちづくりが計画されています。しかし近年、人口は減少傾向にあり、将来人口推計をみると、用途

地域の境界付近や、2つの鉄道駅周辺部において人口密度の減少が見込まれています。今後も日本全

体の人口減少が進むことを考えると、将来を見据えた取組みを今から準備しておく必要があります。 

こうしたことから、都市機能の望ましい再配置や居住エリアの設定を行い、高齢者や子育て世代

が医療・福祉・商業施設等へのアクセスを容易にするなど、コンパクトで利便性の高い都市の実現

を目指し、行政と住民や民間事業者が一体となって、「コンパクトシティ・プラス・ネットワーク」

の考えに基づく「立地適正化計画」を策定し、まちづくりを推進するものです。 

ただし、現在、誘導区域外にお住まいの方を無理に絞り込むことを趣旨とはしていません。 

 

【コンパクトシティ・プラス・ネットワークのイメージ】  
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（２）立地適正化計画に定める事項と本町で展開すべき事項 

①立地適正化計画とは 

立地適正化計画は、居住機能や都市機能（医療・福祉・商業施設等の生活サービス施設）がま

とまって立地するよう区域を設定しながら、公共交通と連携した都市づくりを目指し、区域の設

定や施策等を定めていくものとして、平成26 （2014）年8 月に「都市再生特別措置法」の一部

改正により制度化されました。国は、各市町村に対し立地適正化計画を策定することを求めてお

り、立地適正化計画に基づく支援措置を効率的に活用しながら、「コンパクトシティ・プラス・ネ

ットワーク」の形成に向けた取組みを推進するよう指針を示しています。 

なお、この計画は約20年後の目標年次に向かって、様々な誘導施策を検討・実施します。 

 

②本町における立地適正化計画策定の意義 

松田町都市計画マスタープラン（以下、都市計画マスタープラン）では、都市づくりの将来像

を『「ツナグ」松田 ～人・まち・コトを繋ぐまち～』を将来像として、2つの鉄道駅周辺を中心

拠点として生活利便向上に資する拠点機能の誘導を図るとともに、公共交通のハブ拠点として周

辺部との公共交通ネットワークを強化することを方針として示されています。また、新松田駅周

辺では足柄上地域の玄関口としてふさわしい交通結節機能、商業交流機能の充実を図るため「新

松田駅周辺整備基本構想・基本計画（平成31（2019）年3月）」が策定されています。 

そこで、本町の市街地をよりコンパクトにすることを目指し、都市基盤整備や土地利用規制に

加えて、居住及び都市機能の誘導方策や公共交通等との連携の取組みを具体的に明示する立地適

正化計画を策定することにより、将来都市構造の実現に向けた取組みを推進します。 

 

③立地適正化計画に定める事項 

立地適正化計画では、「計画区域」や「基本的な方針」に加えて、一定のエリアにおいて人口

密度を維持し、生活サービスやコミュニティの持続的な確保を図るために居住を誘導する「居住

誘導区域」と医療・福祉・商業等の各種サービスの効率的提供を図るために都市機能を誘導する

「都市機能誘導区域」を定めます。 

また、都市機能誘導区域に

は、快適な生活サービス提供

のため、当該地区に誘導若し

くは維持が必要な「誘導施

設」を定めます。そして、

「防災指針」、居住及び都市

機能の誘導に必要な「施策」

や「事業及び目標値等」を定

め、具体的に取り組みを推進

していきます。 
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【計画の対象区域】 

松田都市計画区域で検討します。 

ただし、都市計画マスタープランで地区拠点に位置付けられている寄地区（都市計画区域外）

については、公共交通ネットワークにおいて町中心部との連携を図ります。 

（6ページ「計画の対象区域図」参照） 

 

【立地適正化計画に関する基本方針】 

目指すべき都市の将来像について定め、その実現のための主要課題を整理し、一定の人口密度

の維持や、生活サービス機能の計画的配置及び公共交通の充実のための施策を実現するうえでの

基本的な方向性を定めます。 

（21ページ「都市づくりの基本方針」参照） 

 

【居住誘導区域】 

人口減少の中にあっても、一定のエリアにおいて人口密度を維持することにより、生活サービ

スやコミュニティが持続的に確保されるよう居住の誘導を図る区域です。市街化区域内に定めま

す。 

（25ページ「居住誘導区域の設定方針」参照） 

 

【都市機能誘導区域】 

医療・福祉・商業等の都市機能を、都市の拠点に誘導して集約することにより、これらの各種

サービスの効率的な提供を図る区域です。居住誘導区域内に定めます。 

（31ページ「都市機能誘導区域の設定方針」参照） 

 

【誘導施設】 

都市機能誘導区域毎に、地域の特性に応じて必要な都市機能を検討し、立地を誘導すべき施設

を設定します。 

（33ページ「誘導施設の設定方針」参照） 

 

【防災指針】 

防災の観点を取り入れたまちづくりを加速化させるため、立地適正化計画の記載事項として、

新たに居住誘導区域内の防災対策を記載する「防災指針」を定めます。 

（44ページ「防災指針」参照） 
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上位計画 

神奈川県               松田町 

 

 

 松田町都市計画マスタープラン 

関連計画（連携分野） 

２ 計画の位置づけ 

立地適正化計画は、市町村の総合計画、都道府県の都市計画区域マスタープランに則するととも

に、市町村マスタープランとの調和が保たれたものでなければなりません。また、立地適正化計画

は、都市全体を見渡したマスタープランとしての性質を持つことから、都市計画法に基づく市町村

マスタープランの内容に則する内容となります。 

そのため、松田町都市計画マスタープランと同様に、本町の最上位計画である「松田町第６次総

合計画」、神奈川県が定める「松田都市計画 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」に則し、

かつ本町の関連計画等との整合を図り定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【上位・関連計画との関係性】 

 

  

松田町 立地適正化計画 

則する 

松田町第６次総合計画 

【基本構想】・【基本計画】・ 

【まちづくりアクションプログラム】 

松田都市計画 都市計画区域の 

整備、開発及び保全の方針 

住宅及び都市機能増進施設の 

立地の適正化を図るための計画 則する 

整合 

公共施設再編 地域公共交通 医療・福祉 

子 育 て 住   宅 産業・観光 

教育・文化 みどり・環境 防   災 
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３ 目標年次 

立地適正化計画は、居住機能や医療・福祉・商業、公共交通等のさまざまな都市機能の誘導によ

り、都市全域を見渡したマスタープランとして位置づけられる「都市計画マスタープランの高度化

版」であるとともに、将来の目指すべき都市像を実現する「戦略」としての意味合いを持ちます。 

そのため、松田町都市計画マスタープランの計画年次である令和18（2036）年を目標年次としま

す。 

 

目標年次：令和18（2036）年 

 

 

４ 計画の対象区域 

立地適正化計画の対象区域は、都市全体を見渡す観点から、都市計画区域全体を立地適正化計画

の区域とすることが基本となります。 

一方で、都市計画マスタープランでは、都市計画区域外の寄地区を含めた町全体の視点から検討

しているため、都市計画区域外も含めた町全域を対象区域としています。 

そこで、本計画の対象区域は都市計画区域全域（571ha）を対象区域としますが、公共交通ネット

ワーク等については、寄地区を含めて検討します。 

 

対象区域：松田都市計画区域（571ha） 
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【計画の対象区域】 

【松田町都市計画マスタープランの対象区域と地区区分】 

対象区域：松田都市計画区域（571ha） 


